
計画の基本理念
  健やか・安心・
　　 思いやりのまちづくり
　障害のある人もない人も地域で共に暮ら
していくことを理想とした「ノーマライゼー
ション」の実現をすすめ、障害のある人がそ
れぞれの能力を生かして自分らしく暮らす
ことの出来るような取り組みを推進します。

市の重点施策・事業
以下の６つの項目を優先的に取り組みます。

（１）早期療育体制の確立
（２）精神保健福祉の充実
（３）地域生活への移行支援
（４）障害者雇用への拡大
（５）地域活動支援センター整備の拡充
（６）地域福祉センター整備と有効活用

市の重点施策・事業

計画の基本理念

かすみがうら市

障害者計画・
障害福祉計画を策定
平成18年4月に施行された障害者自立支援法に基づき、身体・知的・
精神障害者を一元化した事業計画を平成19年3月に策定しました。
問社会福祉課　内線1161・1162

■
計
画
策
定
の
趣
旨

　

障
害
者
福
祉
は
、
平
成
五
年

に
障
害
者
基
本
法
が
成
立
し
て

以
来
、
平
成
十
五
年
度
の
支
援

費
制
度
導
入
、
平
成
十
八
年
度

の
障
害
者
自
立
支
援
法
の
施
行

な
ど
、
新
た
な
取
り
組
み
が

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。

　

障
害
者
自
立
支
援
法
は
、「
身

体
」・「
知
的
」・「
精
神
」
の
障

害
別
で
制
度
体
系
分
け
さ
れ
て

き
た
障
害
者
支
援
を
一
元
化
し

て
い
く
こ
と
や
、
障
害
の
あ
る

人
の
就
労
支
援
を
強
化
し
て
い

く
こ
と
、
入
所
施
設
利
用
者
な

ど
を
地
域
生
活
へ
移
行
し
て
い

く
こ
と
な
ど
、
従
来
の
障
害
者

福
祉
施
策
を
大
き
く
変
え
る
内

容
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

障
害
者
自
立
支
援
法
に
基
づ

く
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
は
、
平

成
十
八
年
十
月
か
ら
本
格
的

に
開
始
し
、
平
成
二
十
三
年
度

ま
で
に
全
面
的
に
移
行
さ
れ
ま

す
。
そ
の
円
滑
な
サ
ー
ビ
ス
移

行
と
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
計

画
的
な
基
盤
整
備
を
実
行
す
る

た
め
、
市
町
村
に
お
い
て
「
障

害
福
祉
計
画
」
を
平
成
十
八
年

度
中
に
策
定
す
る
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
障
害
者
福
祉
の
制

度
改
革
へ
の
対
応
に
加
え
て
、

当
市
は
、
こ
れ
ま
で
合
併
前
の

各
町
で
策
定
し
て
い
た
障
害
者

計
画
の
統
合
を
図
る
た
め
、「
か

す
み
が
う
ら
市
障
害
者
計
画
及

び
障
害
福
祉
計
画
」
を
策
定
し

ま
し
た
。

　

こ
の
計
画
は
市
が
取
り
組
む

べ
き
今
後
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
な
ど
の
施
策
の
基
本
方
向
を

定
め
た
計
画
と
な
り
、同
時
に
、

関
係
企
業
・
各
種
団
体
な
ど
と

の
連
携
を
図
る
た
め
の
指
針
と

な
り
ま
す
。

■
市
の
障
害
者
の
現
状

　

平
成
十
八
年
四
月
一
日

現
在
の
、
各
手
帳
の
所
持
割

合
は
、
身
体
障
害
者
手
帳
が

８
３
・
５
％
で
最
も
多
く
、
療

育
手
帳
が
１
３
・
１
％
、
精

神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
が

３
・
４
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

近
年
の
障
害
手
帳
の
所
持
者

数
の
推
移
を
み
る
と
、
ど
の
障

害
種
別
も
増
加
傾
向
に
あ
り
、

特
に
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手

帳
に
つ
い
て
は
、
過
去
四
年
間

で
約
二
・
五
倍
に
増
加
し
て
い

ま
す
。

■
計
画
の
期
間

　

障
害
者
施
策
全
般
に
つ
い
て

の
計
画
と
な
る
「
か
す
み
が
う

ら
市
障
害
者
計
画
」
は
平
成

十
八
年
度
か
ら
平
成
二
十
七
年

度
の
十
年
間
、
障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
具
体
的
な
実
施
計
画
と

な
る
「
か
す
み
が
う
ら
市
障
害

福
祉
計
画
」
は
平
成
十
八
年
度

か
ら
二
十
三
年
度
の
六
年
間
の

計
画
で
す
。

■
計
画
の
閲
覧
場
所

　

計
画
は
、社
会
福
祉
課
窓
口
、

ま
た
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（「
行
政
情
報
」
⇩
「
ま
ち
づ
く

り
計
画
」）
で
閲
覧
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

市障害者福祉会  会長
吉田  勘治（よしだ  かんじ）氏
　障害がある方が頑張ろうと思
えるようなサービスを個別に実
施していくことが大切だと思い
ます。また、障害がある方が周
りに迷惑をかけてしまうことも
あるかもしれませんが、それを
理解し、協力しあう事も必要な
ことです。

　特に（５）の地域活動支援センターについ
ては、職業訓練などの就労支援のほか、相談
支援など多目的な活用が期待されており、障
害者の地域生活を促進する拠点施設として
サービスの充実に努めます。

計画の表紙と中扉の挿絵の作家
斉藤  亙（さいとう  わたる）氏
　1959年生まれ、市内在住、市
の福祉作業所に通所。幼い頃か
ら絵を描き続け、両親が大切に
保管しておいた作品が認められ、
2004年ベルギーで初の個展を開
催。その中の作品。

▲計画の中扉の挿絵

▲計画の表紙

①保健・医療サービスの充実

障　

害　

者　

計　

画 ⑤  スポーツ・レクリエーション
　および文化活動の推進

②保育・教育の推進

③障害者の自立支援

④生活環境の整備

⑥理解と交流の推進

①平成23年度における見込量の考え方

②障害者自立支援法に基づくサービス

③障害福祉サービスの目標値

障 

害 

福 

祉 

計 

画

障害児の早期療育
医療・リハビリテーションの充実
精神保健福祉施策の推進
就学前児童の育成支援
特別支援教育の推進
生活支援体制の整備
雇用・就労支援の促進
相談支援体制の充実
居住環境・公共施設の整備促進
交通・移動手段の整備充実
防災・防犯体制の整備
スポーツ・レクリエーション活動の推進
文化活動の推進
啓発・広報活動の推進
福祉教育とボランティア活動の充実

施設入所者の地域生活への移行
入院中の精神障害者の地域生活移行
福祉就労から一般就労への移行
介護給付、訓練等給付
自立支援医療、補装具費
地域生活支援事業
訪問系サービス、日中活動系サービス
居住系サービス、地域生活支援事業

　計画は、障害者計画と障害福祉計画の内容に大きく分かれ、次のよう
に細分化します。

施策の体系

（目標１）福祉施設の入所者を地域生活へ移行

（目標 2）退院可能な精神障害者の地域生活へ移行

（目標 3）福祉施設からの一般就労への移行

５年間に 23人

５年間に 15 人

５年間に 21 人

5年後には1年間
に 8人の施設利
用者が一般就労

入所施設

入所施設

通所施設

精神科病院

一般就労先の
企業など

地　域

地　域

平成２３年度の数値目標

手をつなぐ育成会  会長
田中  久江（たなか  ひさえ）氏
　計画策定のため、会の中で活
発な意見が交わされ、会の団結
にもつながりました。災害など
の突発的な出来事にも柔軟に対
応できるような計画になって欲
しいと思います。やはり、ご近所
などの理解があってこそ自宅で
の生活が可能になると思います。

計画策定委員からのメッセージ
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　財政の健全化

　定員管理･給与の適正化

　その他

平成 18年度
行政改革推進状況をお知らせします
　市では、行政改革大綱および集中改革プラン（平成 17 年度～ 21 年度）
を策定し、市民のニーズや社会情勢の変化に柔軟かつ弾力的に対応できる
よう行政改革を進めています。

　市民サービスの向上

◇意見公募手続（パブリックコメント手続）の実施

　・ 実施案件：①総合計画基本構想

　　　　　　　②障害者計画及び障害福祉計画

　 ⇒ 意見公募手続は、市が重要な計画などを策定する際に、

市民の皆さんのご意見をお伺いするためのものです。

◇入札監視委員会を設置

　⇒ 入札制度検討委員会（内部組織）および入札監

視委員会（外部組織）を設置して透明性の確保

を図り、市内の公共工事 125 件のうち 93 件に

おいて、一般競争入札を実施しました。

　 　 　また、過度の低価格による入札などが原因で

起こる不良工事などを防止し、適正な価格での

入札がなされるよう低価格入札案件の調査体制

を確立しました。

◇公用車の軽自動車（低価格・低燃費）への更新

　⇒ 公用車の軽自動車の割合　29％→ 40％

　　（年度当初比　※特殊車両などを除く）

◇徴税力の強化

　⇒ 平成 19 年度に「納税推進課」を設置、国保税

も併せた徴収体制に

　⇒ 茨城租税債権管理機構を活用し、平成 18 年度

17,327 千円の実績

◇広報かすみがうら広告掲載取扱要綱の制定と募集

　⇒広報誌面に広告枠を確保

◇電子自治体の構築

　1）市ホームページの充実（携帯サイト・電子メール）

　　⇒携帯電話に対応したページを追加

　　⇒ 電子メールによる「市からのお知らせ」など

を毎週配信

　2） 電子申請・届出サービスの拡大

　　⇒平成17年度17業務  →  平成18年度33業務

　3）中央出張所へ諸証明書自動交付機の設置

行
政

改
革

　市民との協働推進
◇ 定員適正化計画を推進（年度当初比）

　⇒平成 18 年度 530 人　→　平成 19 年度 514 人

◇人材の育成

　1) 人材育成基本方針を策定

　　⇒ 「市が求める職員像」を掲げ、市民の信頼や

期待に応えるために、体系的に人材育成を推進

　　 　・ 行政改革推進研修会、指定管理者制度研修

会、人事評価研修会、普通救命講習に延べ

268 人参加

　　 　・ そのほか派遣研修として茨城県自治研修所

などへ延べ 84 人派遣

　2) 職員の時差出勤制度に関する規程の制定

　　⇒職員の健康管理、時間外勤務の抑制

◇市長の行動記録・交際費を公表

◇民間委託を推進

　1）指定管理者制度導入指針の策定

　　⇒平成 20 年度の運用を視野に

　2）長期継続契約の活用

　　⇒ 千代田庁舎警備委託を 1 年から 3 年契約に

するなど

◇未利用財産の売り払い

　⇒ 払い下げ申請による財産の売り払い（７筆：売

却額 7,742 千円）

◇「一職場一目標」運動の実施

　 　 55 の職場（70 項目の仕事）で、具体的かつ分か

りやすい数値目標を設定し、取り組みました。

　⇒ 詳しくは≪http://www.city.kasumigaura.ibaraki.jp

/kikakuka/gyoukakutop.htm ≫

問総務課行政改革推進室　☎内線 1526・1527

特別障害者手当 20 歳以上

内
容

在宅で 20 歳以上の常時特別な介護を必要とする

重複の障害者に支給される制度です。手当額＝月

額 26,440 円

対
　
象

在宅で 20 歳以上の常時特別な介護を必要とする

重複の障害者であり、次の場合を除く。

１．障害者支援施設などに入所しているとき

２． 病院などに継続して３カ月を越えて入院して

いるとき

３． 受給者または扶養義務者の所得が限度額以上の

場合

手
続
き

社会福祉課に特別障害者手当認定請求書などを提

出し申請してください。

障害児福祉手当 20 歳未満

内
容

在宅の重度障害児がその障害のために、日常生活

において常時の介護を必要とする場合に支給され

る制度です。手当額＝月額 14,380 円

対

象

在宅の常時介護を必要とする重度障害児であり、

次の場合を除きます。

１． 障害を支給事由とする年金給付を受けること

ができるとき。（ただし、全額停止の場合を

除く。）

２．肢体不自由児施設などに収容されているとき。

手
続
き

社会福祉課に障害児福祉手当認定請求書などを提

出し申請してください。

在宅障害児福祉手当 20 歳未満

内
容

在宅の障害児を介護する家庭の経済的援助を図る

ため、満 20 歳未満の心身に障害のある児童を養

育している保護者に支給する制度です。

手当額＝月額 3,000 円（県補助基本額）

対

象

次に述べる障害のいずれかに該当する児童を介護

する方（障害児福祉手当受給者は除きます。施設

に入所した場合は資格を喪失します。）　

１． 身体障害者手帳１級から３級および４級の一

部の身体障害児

２．療育手帳Ⓐ（マルエー）～Ｂの知的障害児

３．上記と同程度の障害のある児童

手
続
き

社会福祉課に支給申請書を提出し申請してくださ

い。

特別児童扶養手当 20 歳未満

内
容

心身に障害のある 20 歳未満の児童の生活に役

立てるために、その児童を家庭で養育している

方に手当を支給する制度です。手当額＝（1 級）

50,750 円、（2級）33,800 円

対

象

障害の程度が次に該当する方が対象です。

１． 療育手帳の判定がⒶ（マルエー）、Ａ、Ｂ程

度の知的障害または同程度の精神障害のある

方

２．  身体障害の程度が、身体障害者手帳のおおむ

ね１～３級程度の方

手
続
き

社会福祉課に、手当認定請求書と戸籍の謄本また

は抄本、住民票の謄本、認定診断書、その他必要

な書類を提出して下さい。

難病患者福祉見舞金 年齢不問

内
容

かすみがうら市難病患者福祉見舞金支給要綱の別

表に定める疾病をわずらった方に対して、支給す

るものです。見舞金＝年額 30,000 円

対

象

ベーチェット病、多発性硬化症、重症筋無力症、

全身性エリテマトーデス、スモン、再生不良性貧

血、サルコイドーシス、筋萎縮性側索硬化症、強

皮症／皮膚筋炎および多発性筋炎、特発性血小板

減少性紫斑病、結節性動脈周囲炎、潰瘍性大腸炎、

大動脈炎症候群、ビュルガー病、天疱瘡、脊髄小

脳変性症、クローン病、難治性肝炎のうち劇症肝

炎、悪性関節リウマチ　　ほか

手
続
き

社会福祉課に、一般特定疾患医療受給者（写）また

は疾病を証明する診断書などを提出してください。

また、申請受付は 10 月中旬から行なう予定です。

障害児福祉手当を受給している方は、在宅障害児福
祉手当を受けることはできません。

障害者のための
各種手当
があります
市や県には、障害がある方に経済的な援助を
するための手当が各種あります。
該当するような手当についての詳細は、お問
合わせください。

問・社会福祉課　　　　☎内線1161・1162
　・茨城県障害福祉課　☎ 029-301-3363

市民サービスの向上と
効率的な行政運営を

目指して！


